
地方局長等殿

貴職におかれては、冬期における防災対策について日頃から尽力されているところである

が、今般、中央防災会議会長(内閣総理大臣)より、「降積雪期における防災態勢の強化等に

ついて」(令和6年Ⅱ月29日付中防災第 32 号)(以下、「中央防災会議会長通知」という。)

が別添のとおり発出されたところである。

これから本格的な降積雪期を迎えるに当たり、中央防災会議会長通知及び別紙に掲げる事

項を踏まえ、降積雪期における防災態勢について留意し、災害の防止について遺漏のないよ
、

う措置されたい。

また、近年の大雪による教訓を踏まえ、気象情報等を活用して、早期の体制の確保やきめ

細かな情報提供等に努めるとともに、大雪時には関係機関との連携等により迅速かつ的確に

応急対応を行うよう徹底されたい。

これらの施策の実施にあたっては、高齢者等の要配慮者や関連施設に十分配慮して対処す

るとともに、地方公共団体からの要請があれば、TEC-FORCE(緊急災害対策派遣隊)の派遣や

除雪機材の貸与など協力されたい。

併せて、貴管内における所管施設に係る許可工作物等の管理者及び関係事業者に対しても、

この趣旨を周知徹底されるようぉ願いする。

降積雪期における防災態勢の強化等について
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令和6年度降積雪期における防災態勢の強化についての留意事項

0防災体制の充実・強化関係

・気象・防災情報を把握し、災害発生または発生するおそれがある場合には、地方公共団体

への情報提供を適時適切に行うとともに、りエゾン(情報連絡員)派遣による連絡調整、広

域派遣も考慮したTEC十ORCE(緊急災害対策派遣隊)の派遣・受援に向けた調整、被害状況

調査や除雪、技術的支援の実施等、迅速的確な対応に努めること。特に、普段雪害が少な

い地域においては、早期の体制確保及びTEC-FORCE(りエゾンを含む)の迅速な派遣に努め

ること。

・情報連絡体制の整備並びに水防体制及び警戒避難体制整備の推進など災害の防止に努める

こと。

0国士政策関係

・雪下ろし等除雪作業中の事故防止に向けた住民に対する普及啓発・注意喚起や安全で円滑

な雪処理体制の整備について、関係機関と連携し支援に努めること。

その際、国士交通省及び内閣府(防災担当)のホームページに、除雪作業中の事故対策の

ための啓発資料を掲載しているので、必要に応じ活用すること。

[国土交通省ホームページ]

https://W四. mlit.Ξ0. jp/kokudoseisaku/chisevkokudoseisaku_chisei_tk_000139. html

[内閣府(防災担当)ホームページ]

http://WWW. bousai. go. jp/setsugai/index. html

0都市関係

・積雪等に対する公園施設の安全対策、除雪作業時の公園利用者に対する安全確保など、都

市公園の安全管理に万全を期すこと。
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0水管理・国士保全関係

・融雪出水や雪による河道埋塞等に伴い災害が発生するおそれがあることから、巡視・点検

等による河川管理施設の適切な維持管理に努めること。

・河川内等の工事について、融雪出水のおそれがある中で施工することが特にやむを得ない

ものについては、「出水対策について」(令和6年5月17日付国水防第23 号水管理・国

士保全局長通知)等を参考に、適切な措置を講じること。

・雪崩、士砂災害等が発生するおそれがあるととから、巡視及び点検等を実施のうえ、必要

に応じて雪害防止のための措置を講じるととにより、砂防関係施設等の維持管理の強化に

努めること。

・融雪に伴う土砂災害の発生のおそれのある場合は、住民、地方公共団体、関係機関等に迅

速に伝達するとともに、国民の目線でわかりやすい情報発信により注意喚起すること。ま



た、前兆現象が発生する場合もあるため、そのことにつ、いては住民への周知に努めること。

・冬期風浪による高波等の影響により、災害が発生するおそれがあることから、巡視・点検

等による海岸保全施設の適切な維持管理に努めること。

・許可工作物等の施設被害が発生した際には、速やかに施設管理者から河川管理者又は海岸

管理者へ情報連絡を行うよう連絡体制の確保に努めること。

・地域住民等による雪下ろしの円滑化を図るため、河川敷における雪捨て場の確保について、

関係機関と連携し支援に努めること。

・多量の降積雪が予想される時には、停電に備え、水道施設及び下水道施設の自家発電設備

及び燃料の確保状況を確認すること。

・需要者に対する水道凍結への注意喚起や凍結防止に関するきめ細やかな広報活動や情報提

供のほか、管路、配水池の監視等による被害状況の早期把握に努めること。

・下水道施設を活用した消融雪施設について、十分機能を発揮するよう>点検等を行うこと。

0道路関係

・本格的な降雪期の前に、関係機関で大雪時に実施する事項(タイムライン)の具体的な対

応を改めて確認・共有するとともに、必要に応じて訓練を行うなど、関係機関が連携して

的確な行動が取れる体制の構築に努めること。あわせて、大雪時における管轄外の異なる

道路管理者との広域的な連携を想定した連絡体制を確認すること。

・他の道路管理者等と連携して、大雪時に予防的な通行止めを実施する区間及び定量的な通

行止めの目安をあらかじめ設定し、所要の除雪機械等の確保並びに適切な配置を行って、

初動期に迅速に除排雪作業を行うよう努めること。また、大規模な立ち往生の発生のおそ

れがある場合には、立ち往生が発生しやすい箇所への除雪機械の事前配置のほか、車両待

機所、資機材、燃料等の確保のため、関係機関及び民間企業との災害時における協定の締

結、他の地域から資機材の派遣をする等、除雪体制の強化や広域除排雪支援及び受援の体

制構築に努めること。

・各出先機関や委託業者も含め、除雪体制並びに万一の災害時の情報の連絡体制及び復旧体

制について、再確認及び徹底を図ること。また、関係機関との情報の連絡体制についても

再確認を図ること。

・雪崩等の危険箇所の状況について、専門家の協力を得るなどにより点検を行うとともに、

危険防止のため必要と認めるときは直ちに事前通行規制の措置を執るなど、迅速かつ適切

に対応すること。

・平常時から関係機関と連携し、降雪時には、スタッドレスタイヤを装着するとともに、チ

エーンの早期装着やスコップ・砂等の携行を行うよう呼びかけた上で、気象予報、路面の

状況、降雪状況等を勘案して、各都道府県警察と道路管理者が緊密に連携の上、現地での

車両の確認措置を含むタイヤチェーン装着指導等の実施に努めること。

・降積雪期においては、気象情報(大雪や雪崩、暴風雪等に関する警報・注意報を含む。)や

道路における降雪状況を適切に把握するとともに、情報連絡本部を立ち上げるなど関係道

路管理者等で共有する体制を構築し、道路の除雪等を安全かつ適切に行うこと。
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・特に、集中的な大雪等において大型車の立ち往生等が発生又は発生するおそれがある場合

においては、人命を最優先に幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避することを基

本的な考え方として、引き続き流入する交通による更なる立ち往生車両等の発生を防止す

るため、大雪に関する緊急発表を行い、ドライバー等に出控え、広域迂回等を促すととも

に、他の道路管理者及び各都道府県警察と連携の上、疇曙なく、高速道路と並行する国道

等を同時に通行止めすることや通行止め目安の強化による早期の通行止めを実施すること

も含め、計画的・予防的な通行止め措置を行い、集中的な除雪作業に努めること。

・立ち往生が発生した場合には、A1画像解析技術を用いた交通障害検知などの新技術の活用

に加え、正確性に留意しつつSNSなどの情報も参考にした効率的な状況把握に努めるほか、

滞留者の安否確認・救出等を行うための情報を含め、関係機関と必要な情報を正確かつ迅

速に共有すること。また、通行止め予測等の情報提供や、広域迂回及び需要抑制の呼びか

けを、内容を具体化して繰り返し実施するとともに、道路情報提供装置やSNS等を活用す

るなど道路利用者等に対する適時適切な情報提供に努めること。

・降積雪によって立ち往生車両や放置車両が発生した場合の対応については、その管理する

道路において、緊急通行車両の通行を確保する緊急の必要性がある場合には、必要に応じ

て災害対策基本法第76条の6の規定を活用して、迅速に立ち往生車両の移動等の措置を講

じること。

・車両の滞留状況や開放の見通し等に関する道路管理者が有する情報等から、積雪に伴う大

規模な立ち往生が発生し、滞留車両の開放に長時間を要すると見込まれる場合には、道路

管理者と地方整備局や地方運輸局等を中心とする関係機関が連携のうえ支援体制を構築し、

地方公共団体や民間企業の協力も含め滞留車両への救援物資の提供や必要に応じた避難所

への一時避難の支援など滞留車両の乗員の安全確保に努めること。

・集中除雪後は、気象情報や降雪状況等を踏まえ早期開放に努めること。

0住宅関係

・公共賃貸住宅における雪害防除に係る維持管理体制の強化、空家所有者等への除雪の働き

かけや代執行等による大雪により倒壊のおそれがある空家等の除却等によって、災害の防

止に努めること。克雪住宅の整備等の対策に取り組むよう努めること。

・緩勾配の鉄骨造屋根の建築物、膜屋根の建築物、カーポート、アーケード、老朽化した木造

住宅等の点検・補修に努めるよう広く呼びかけること。

また、特に、災害時の避難所に指定される体育館等の防災拠点施設の管理者に対して、

当該施設の設計時に想定した積雪荷重及び積雪に係る構造関係規定についての既存不適格

の有無を把握した上で、積雪荷重に対して構造耐力上の余裕が少ないと判断される建築物

については、降雪及び降雨に関する気象情報等(大雪警報相当規模の降雪が見込まれ、か

つ、大雪後の降雨により積雪による荷重が一層増す場合等、概ね建築基準法に定める積雪

荷重に相当する重量分を超えることが予想される場合等における降雪等に関する気象庁か

らの注意喚起を含む。)も参考として、設計時に想定した積雪荷重と屋根の積雪の状況を勘

案し、必要に応じて使用停止等の措置を講ずるよう、注意喚起を行うこと。
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0鉄道関係

・気象情報の適時把握と除雪体制の整備などによる的確かつ迅速な除雪の実施、降雪による

倒木や架線切断などを想定した障害防止策の実施などにより、輸送の安全に万全を期すこ

と。

・大雪や暴風雪等が見込まれる場合においては、路線の特性に応じて計画運休を検討し、旅

客の安全確保に努めること。また、急な降雪状況の変化が生じた場合においては、列車が

駅間に停止することのないよう、必要に応じて運転を見合わせる等、適時適切な対応を実

施すること。「10年に一度」等、普段と異なる予報が発せられた際には特に、対策本部の

前広な設置、計画運休等の十分な検討、分岐器融雪器の使用などの事前の備えを十分に行

・長時間にわたる駅間停車が発生すると見込まれる場合には、運行再開と乗客救出の対応を

並行して行うことを徹底すること。この際、降車誘導のりスクと乗客を車内で待機させる

リスクを勘案すること。特に、混雑等により著しく車内環境が悪化する恐れがある場合は、

誘導員の確保や列車の小移動等、必要な措置を適切に講じた上で、一定の時間を目安に希

望する乗客に対する降車誘導を行うこと。

・乗客救出にあたっては、救出を優先すべき乗客や自ら避難可能な乗客から1順次救出するこ

とを含め、あらゆる手段を講じること。また、状況に応じ、警察、消防、自治体等の関係機

関に支援を要請するとと。さらに、救出終了まで乗客に対し、具体的な情報提供を適時適

切に行うこと。

・乗客の救護や旅客の一時滞在施設への受け入れ等に関し、自治体等の関係機関と状況に応

じた要請手順・内容について予め具体化しておく等、協力体制を強化しておくこと。また、

これらの対応が見込まれる際には、旅客への対応が見込まれる関係機関に対し迅速かつ幅

広く支援を要請すること。

・列車の運行が困難となった場合であっても、可能な限り旅客への便宜を図るとともに、バ

スによる代替輸送等緊急時の輸送対策に万全を期すこと。

・訪日客・障害者を含む鉄道利用者等に対し、計画運休や復旧の見通し等について適時適切

な情報提供を行うこと。

0物流・自動車関係

・気象情報や道路における降雪状況を適時把握し、輸送の安全確保に万全を期すとともに、

鉄道輸送が困難な場合のバスによる代替輸送等緊急時の輸送対策に万全を期すこと。

・運送事業者に対し、降雪時には、スタッドレスタイヤを装着するとともに、チェーンの携

行又は装着の徹底を指導すること。

・大雪などの異常気象により、運送に支障を来すととが予め予想される場合には、関係機関

と連携し、運送事業者や荷主に対して、輸送のスケジュールやルートの変更の検討などの

呼びかけを行うこと。
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0海事関係

・気象情報や港湾施設の状況等を適時把握し、降雪による視界不良及び冬季における強風、

高波等に対する船舶の安全な運航管理に万全を期すこと。

0港湾関係

・冬期における降雪・強風・高潮・高波等の影響により、災害が発生するおそれがあることか

ら、安全性に十分配慮しながら巡視・点検等を実施し、港湾施設及び海岸保全施設の適切

な維持管理と運営に努めること。

・気象情報や降雪・波浪状況等を適時把握し、港湾管理者・海岸管理者及び関係各機関と連

携を図りつつ、事故及び災害発生時に迅速かつ的確な対応ができるよう、万全を期すこと。

・特に、近年の集中的な大雪による教訓を踏まえ、臨港道路において大型車の立ち往生等が

発生するおそれがある場合、通行止め措置や除雪作業等により交通への影響を最小限にお

さえられるよう、関係者間の連絡体制及び復旧体制について再確認し、徹底を図ること。

・実際に立ち往生車両や放置車両が発生した場合の対応については、その管理する道路にお

いて、緊急通行車両の通行を確保する必要がある場合には、必要に応じて災害対策基本法

第76条の7の規定を活用して、迅速に立ち往生車両の移動等の措置を講じること。

・港湾区域・海岸保全区域内の許可工作物等に被害が発生した際には、速やかに施設管理者

から港湾管理者・海岸管理者へ情報が伝達されるよう、連絡体制の確保に努めること。

・内陸部に雪捨て場を確保できない場合、関係機関と連携し、港湾内の水面等の活用を検討

すること。

0航空関係

・気象情報や降雪状況を適時把握し、空港の基本施設等の積雪対策を講じて、定期便等の安

定運航及び安全運航に万全を期すこと。

・大雪等により空港アクセスに支障が見込まれるおそれがある場合は、アクセス事業者を含

む関係機関との情報共有、連携を強化するとともに、多言語によるSNS等を活用した空

港アクセス等に関する情報提供を適宜適切に実施するとと。

・空港内に滞留した旅客等に対して非常用物資が行き亘るよう、備蓄体制を十分確保するこ

と。

0観光関係

・気象情報や降雪状況を適時把握するとともに、訪日外国人旅行者への適切な情報発信に努

めること。

・ホテル・旅館施設に被害が発生した場合は、速やかに状況を確認するとともに、施設倶肋、

らも速やかに報告するよう連絡体制の確保に努めること。
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各指定行政機関の長殿

貴殿におかれては、日頃から各般の施策を通じて災害対策の推進に御尽力をい

ただいているところであるが、例年、降積雪期においては、依然として災害によ

る犠牲者が発生している状況にある。

昨冬期も、除雪作業中の事故等により、死者22名、重傷者107名等、多くの人

的被害が発生した。

また、豪雪地帯では、高齢化及び過疎化の進展、除雪の担い手となる建設業者

等の減少が課題となっ・ていることに注意が必要である。加えて、特に普段、雪害

が少ない地域においては、平成 26年2月の大雪で教訓となった初動体制や除雪

体制の整備、住民、ドライバー等への的確な情報提供、要配慮者への対応、孤立

のおそれがある地域に対する対策等に十分留意する必要がある。なお、令和6年

能登半島地震により揺れが強かった地域では、損傷している建物の倒壊等が積雪

により発生する可お討生もあるため、その点御留意いただきたい。

ついては、とれらを踏まえ、これから本格的な降積雪期を迎えるに当たり、人

命の保護を第一とした防災態勢の一層の強化を図るべく、下記の点に留意した取

組を行うようお願いする。

また、以上について、「市町村のための降雪対応の手引き」(内閣府、令和6年

Ⅱ月改訂)の内容を含め、貴管下関係機関へ周知徹底をお願いする。

降積雪期における防災態勢の強化等について

中防災第

令和6年Ⅱ

中央防災会議会長

(内閣総理大臣)

石破

32 号

月29日

茂



1.大雪、暴風雪等の発生に備えた災害初動体制の確立等

(1)総合的な防災体制の確立

国、都道府県、市町村、関係団体及び住民が一体となった総合的な防災体

制の確立を図ること。具体的には、大雪、暴風雪等により、大きな被害が予

測される場合においては、指定行政機関、指定地方行政機関及び指定公共機

関は、地方公共団体に事前に情報連絡要員を派遣するなど連携を強化するこ

と。また、救援及び要救助者の位置情報提供等の要請があった場合には、迅

速かつ的確に対応できるようあらかじめ体制を整備すること。

大雪、暴風雪等が予想される場合には、気象情報(早期注意情報(警報級

の可育尉生)や、現象の経過、予想、防災上の留意点の解説等)、注意報及び警

報(平成29年度から警報級の時間帯等を色分けした時系列で表示)を活用し

て、夜間休日も含めた宿日直体制や職員の参集、災害対策本部の適切な設置

等による災害即応体制を確保した上、特別警報の発表を待つととなく早めの

対応をとること。

また、積雪による停電等、庁舎が被災した状況にあっても災害対策機能が

維持されるよう、非常用発電機の設置及び燃料の備蓄による電源の確保を行

うとともに、庁内の設備等について定期的な保守・点検等の実施や停電時に

確実に作動するよう確認、訓練等の対策を講じること。

(2)気象等に関する清報の収集・伝達の徹底

気象庁が発表する大雪や暴風雪に関する気象情報、特別警報、警報、注意

報、なだれ注意報、降雪短時間予報、大雪に関する早期天候情報、 1か月予

報等による長期的な降雪量予報等(以下「防災気象情報等」という。)やアメ

ダス等の観測値、降積雪の分布を示した解析積雪深、解析降雪量等に注意を

払うとともに、必要な場合には、とれらの情報を住民その他必要な連絡先に

伝達し、大雪、暴風雪等が予想される場合等に外出を避けること等について

注意喚起すること。

また、情報の伝達に当たっては、地域の実情に応じ、防災行政無線、緊急

速報メーノレを始め、マスメディアとの連携や広報車、ホームページ、 SNS、

コミュニティFM、 Lアラート(災害情報共有システム)等の多様な情報伝

達手段の活用を促進するとともに、情報が伝わりにくい要配慮者に対しても

字幕・解説・手話放送、多言語(やさしい日本語を含む。)での情報発信等に

より避難指示等の情報が確実に伝達されるような措置を促すなど適切な取組

を推進すること。

(3)適切な道路管理及び交通対策

ア集中的な降雪、暴風雪等により走行不能となる車両が発生した又は発生

するおそれがある場合等においては、人命を最優先に幹線道路上における

大規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本的な考え方として、車両

の滞留が発生する前に関係機関と調整の上、高速道路と並行する国道等の
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同時通行止めも含め、計画的・予防的な通行規制を行い、集中的な除雪作

業に努めること。

イあわせて、道路管理者及び関係機関は、通行止め予測等の情報提供や、

広域迂回及び需要抑制の呼び掛けを、内容を具体化して繰り返し実施する

こと。

ウ雪崩防止施設等の巡視・点検の徹底により、道路交通の安全確保を図る

こと。

工降積雪によって立ち往生車両や放置車両が発生した場合の対応について

は、道路管理者、港湾管理者及び漁港管理者が、その管理する道路におい

て、緊急通行車両の通行を確保する緊急の必要性がある場合には、必要に

応じて災害対策基本法第 76 条の6の規定等を活用して、迅速に立ち往生

車両の移動等の措置を講じること。

オ車両の滞留状況や開放の見通し等に関する道路管理者が有する情報等か

ら、積雪に伴う大規模な立ち往生が発生し、滞留車両の開放に長時間を要

すると見込まれる場合には、道路管理者と地方整備局や地方運輸局等を中

心とする関係機関が連携の上、支援体制を構築し、滞留車両への救援物資

の提供や必要に応じた避難所への一時避難の支援等、滞留車両の乗員の安

全確保に努めるとと。

(4)関係業界から除排雪に係る協力を確保する取組の推進

大雪に対する除排雪の担い手確保のため、所管省庁は、発注工事等の一時

的な中断等関係事業者が除排雪作業を迅速に行えるよう、地方支分部局に関

係事務の弾力的な運用を促すなどの取組を推進すること。また、関係業界と

連携し、広域的な除排雪の体制の整備を推進すること。

(5)ライフライン事業者及び鉄道事業者等の警戒体制の強化

ライフライン事業者及び鉄道事業者等は、大雪、暴風雪等による障害発生

の未然防止に努めるとともに、大雪、暴風雪等による障害が発生した際に迅

速な対応ができるよう警戒体制を構築するとと。

ライフライン事業者等の所管省庁は、ライフライン事業者等に警戒体制の

強化を促すこと。

(田災害救助法の適用

平年に比して積雪量が多く、又は短期間の集中的降雪があった場合におい

て、住家の倒壊等により、多数の者の生命又は身体に危害が及ぶおそれがあ

るときは、災害救助法の適用が可能であることを踏まえて対応を図ること。

例えば、避難所の設置、炊き出しその他による食品の給与、障害物の除去

(屋根雪の除雪)等が実施可能であるが、各地域の積雪の状況や立地条件等

に応じ、柔軟に救助を行うこと。

2.大雪、暴風雪等における住民等に対する普及啓発・注意喚起等

(1)在宅時の安全な過ごし方等について

大雪、暴風雪等が予想される場合に不要不急の外出を避けるとと、懐中電
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灯、携帯ラジオ、食料、飲料水等を準備すること、 FF式暖房機の給排気口

付近の除雪状況を確認すること等について普及啓発を促進すること。

また、要配慮者の安全確保について、特に配慮すること。

(2)車両の運転等について

大雪、暴風雪等が予想される場合には、できる限り車両の運転は避けるこ

と、やむを得ず車両を運転する場合は、以下の点に注意することについて、

車両運転者、関係団体等への普及啓発活動を実施するとと。

ア事前の気象情報、道路情報等を確認すること。

イ車両の点検整備を確実に行い、スタッドレスタイヤを装着すること。大

雪時には、スタッドレスタイヤを装着してもなお、立ち往生するおそれが

あるので、チェーンを装着又は携帯すること。

ウ防寒着、長靴、手袋、カイロ、スコップ、けん引口ープ、飲料水、非常

食等を準備し、道路状況に応じた無理のない運転に努めること。

工暴風雪の際の早期避難、車両の走行不能時の早期の救助依頼、車両内で

待機時のマフラーの定期的除雪及び適切な換気による一酸化炭素中毒の防

止、立ち往生してやむを得ず車を離れる場合にはドアをロックせず、キー

を車内の目立つ場所に残すこと等が重要であること。

なお、本格的な降積雪期を迎えるに当たって広く周知するのみならず、

大雪が予想される場合にも改めて周知すること。

(3)防災気象情報等の活用について

大雪、暴風雪等が予想される場合には、住民一人ひとりが的確に安全確保

の行動をとられるよう、気象情報、注意報、警報(平成29年度から警報級の

時間帯等を色分けした時系列で表示)及び降雪短時間予報を活用して、特別

警報の発表を待つことなく早めの行動をとることの重要性について普及啓発

活動を促進すること。

(4)孤立のおそれがある地域における対策について

地方公共団体において、豪雪により孤立のおそれがある地域をあらかじめ

把握し、当該地域の住民に対して、食料、水、燃料等の十分な備蓄を図るよ

う普及啓発を促進すること。

特に、別荘地等の住民登録をしていない者が多い地域については、地方公

共団体において、日頃から、当該地域が孤立のおそれがあることと併せて、

孤立した場合の対応や市町村の連絡窓口の周知を図るなどの対応が行われる

よう普及啓発を促進すること。

3.除雪作業中の事故防止に向けた住民に対する普及啓発・注意喚起

(1)雪下ろし等除雪作業中の事故防止

昨冬期の雪による犠牲者の約8割が、雪下ろし等の除雪作業に従事してい

る間に亡くなったことを踏まえ、作業時の家族・近所への声かけ、複数人で

の作業の実施、携帯電話の携行、命綱・ヘルメットの正しい着用、はしごの

固定、除雪道具の点検・手入れ、ガス設備の損傷事故の防止等の実践的な留
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意点について普及啓発・注意喚起を行うことにより、除雪作業中の安全対策

の徹底を図ること。

(2)歩行型口ータリ除雪機による事故防止

昨冬期、歩行型口ータリ除雪機により、被害者が重傷を負った事故が、少

なくとも1件発生していることを踏まえ、歩行型口ータリ除雪機にひかれる、

除雪機と壁等に挟まれる、オーガ(雪をかき崩し、収集するための装置)等

に巻き込まれる、投雪口に手を突っ込み負傷する、閉め切った屋内でエンジ

ンを稼働させることで一酸化炭素中毒になるなどの事故の防止等の留意点に

ついて注意喚起を行うことにより、安全対策の徹底を図ること。

(3)高齢者の事故防止

昨冬期の雪による犠牲者の約9割が、65歳以上の高齢者であったことを踏

まえ、支援の必要な高齢者宅の状況を市町村、消防機関、福祉関係機関等と

の連携による巡回等により把握し、必要に応じ消防機関、自主防災組織、近

隣居住者等との連携協力の下、高齢者による除雪作業時の事故の防止を促進

すること。

4.除雪体制等の整備

(1)地域コミュニティの共助による雪処理活動(地域一斉雪下ろし等の推進)

自治会等が中心となり、地域住民等が日時を決めて一斉に生活道路や公共

施設の除排雪を実施すること、雪下ろしの困難な高齢者、障害者世帯等の雪

下ろしや敷地内の排雪を組織的に行うこと等が安全で円滑な雪処理を図る上

で有効と考えられることから、地域の実情に応じて、こうした地域コミュニ

ティの共助による取組の普及啓発を促進するとともに、近隣同士の除雪作業

時の見守りや声かけを行うことを奨励すること。

(2)除雪ボランティアの受入れと安全確保対策

雪下ろし作業の困難な高齢者、障害者等を支援し、除雪作業に必要な人材

を確保するため、地方公共団体、社会福祉協議会、ボランティア団体等との

連携を促進し、受援体制の整備に努めること。

また、除雪ボランティアの受入れの際には、安全な除雪作業に関する事前

学習、ボランティア保険への加入奨励、危険作業の回避、ヘルメット等の装

備の徹底、ガス設備の損傷事故防止への注意徹底を図る等、安全確保対策を

十分に講じるよう普及啓発を促進すること。

(3)広域連携による担い手確保及び情報交換等

雪処理の担い手が不足している地域や普段雪害が少ない地域において、当

該地域の除雪機材、人員のみでは対応が困難な場合に備え、当該地域外の除

雪機材、人員を有する地方公共団体等と災害時に相互協力をするための協定

を締結・活用するなど、地域の実情に応じて、広域連携による雪処理等の取

組及び情報交換を促進し、降雪量に応じた速やかな応援・受援が行われるよ

う、体制の整備を促すこと。

(4)道路の除雪体制の整備
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道路管理者は、大雪に備え、他の道路管理者等と連携してタイムラインを

策定するとともに、管理する道路について、大雪時に予防的な通行止めを実

施する区間をあらかじめ設定し、除雪機械の配備を行うなど、除雪の初動体

制について十分な対策を講じること。

地方公共団体が管理する道路においても同様の検討が行われるよう普及啓

発を促進すること。

(5)資機材等の確保支援

異常な降雪等、地域の除排雪能力を超過するような大雪が発生した場合、

当該地域外からの資機材や除雪機械等の派遣による支援等により、除雪を行

うために必要となる人員及び機材を継続的に維持することができるよう配慮

し、建設機械等の除雪への活用を迅速に行える体制を整えること。

(6)空家等の対策

ア空家等については、平常時より所有者を特定し、当該所有者の責任にお

いて除雪を実施させる取組を促進すること。また、空家等に係る除排雪に

、関する先進的な取組の普及を図ること。

イ所有者が不明である等の理由で空家等の除雪を行う必要がある場合には、

以下の対応が可能であることを地方公共団体に対し周知すること。

⑦災害対策基本法による対応

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合には、災害対策

基本法第 62 条第1項に基づく災害の発生を防御し、又は災害の拡大を

防止するために必要な応急措置として、空家等に係る雪害対策を行うこ

とができること。

この際、応急措置を実施するため必要であると認めるときであって、

危険を防ぐための緊急避難措置として必要な場合に限り、同法第 64 条

第1項に基づき、市町村長の判断で除雪のために当該空家等に立ち入る

ことができること。

(イ)災害救助法による対応

災害救助法が適用されている場合で、当該空家等の倒壊等により隣接

する住家に被害が発生し、住民の生命又は身体に危害が生じるおそれが

ある場合には、同法第4条第1項第10号に基づく障害物の除去(屋根雪

の除雪)を行うととができること。

(ウ)空家等対策の推進に関する特別措置法による対応

空家等対策の推進に関する特別措置法第22条第10項に基づき、大雪

により特定空家等の倒壊のおそれがある場合等であって、所有者等が確

知できないときは、市町村長が代執行を行うことができること。

また、同条第Ⅱ項の規定に基づき、一定の場合に緊急代執行を行うこ

とができること。

(フ)雪捨場の確保

事前に雪捨場の確保と整備を図り、周知するとともに、大雪に備え、雪捨

場面積の拡大等柔軟かつ迅速に対応できる体制をあらかじめ整えておくこと。
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5.雪崩等に対する警戒避難体制の確立

(1)雪崩危険箇所等の把握及び周知の促進

市町村が、あらかじめ、関係機関と協議し、地形の特性、降積雪の状況、

雪質の変化、過去の雪害事例等を勘案して、雪崩危険箇所等の把握に努め、

関係機関を始め周辺住民、観光施設(例えばスキー場)等の利用者等(以下

「周辺住民等」という。)に対して、要配慮者等への配慮に留意しつつ、周知

するよう促すこと。

また、防災気象情報等に留意するとともに、降積雪の状況等を的確に把握

し、状況に応じて、雪崩危険箇所等を中心に警戒巡視を行うよう促すとと。

(2)雪崩に関する普及啓発の促進

市町村が、表層雪崩は厳冬期に、全層雪崩は春先に発生しやすいこと、雪

崩は滑落速度が速く、発生に気付いてから逃げるととが難しいこと等の雪崩

の特徴等について、周辺住民等に対して、広く普及啓発活動を行うよう促す

こと。

(3)遅滞のない避難指示等の発令への助言等

ア災害対策基本法第 61条の2に基づき、市町村長は、必要であると認め

るときは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県

知事に対して、避難指示等について助言を求めることができること及び助

言を求められた都道府県知事は、その所掌事務に関し、必要な助言をする

ことを、地方公共団体に対し周知すること。また、助言を求められた指定

行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、その所掌事務に関し、必要な

助言をすること。さらに、市町村が、避難指示等の発令に当たり、必要に

応じて気象防災アドバイザー等の専門家の技術的な助言等を活用できる

ことを周知すること。

イ市町村が、降積雪の状況、防災気象情報等の発表等の情報、過去の雪害

事例等を勘案し、雪崩、家屋の倒壊等により、周辺住民等の生命、身体に

被害が及ぶおそれがあると判断したときは、関係機関と連携して情報収集

し、遅滞なく避難指示等を発令し、避難行動を促すことができるよう協力

すること。また、市町村が避難指示等発令の判断に活用できるよう情報提

供に努めること。

(4)効果的かつ確実な情報伝達の促進

避難指示等の伝達について、市町村が、地域の実情に応じ、防災行政無線、

緊急速報メーノレ、マスメディアとの連携や広報車、ホームページ、 SNS、

コミュニティFM、 Lアラート(災害情報共有システム)等の多様な情報伝

達手段を活用するとともに、情報が伝わりにくい要配慮者に対しても字幕・

解説・手話放送、多言語(やさしい日本語を含む。)での情報発信等により

避難指示等の情報が確実に伝達されるような措置を促すなど適切な取組を

行うよう促すこと。

(5)避難所の開設・運営に当たっての留意点
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避難所の開設・運営に当たっては、感染症対策のほか、「避難所運営ガイド

ライン」(内閣府、令和4年4月改定)等を踏まえた対応を促すこと。

また、「災害対応力を強化する女性の視点~男女共同参画の視点からの防

災・復興ガイドライン~」(内閣府男女共同参画局、令和2年5月)の内容を

踏まえ、女性と男性の二ーズの違いを十分に配慮した避難所の環境整備を促

すこと。

6.要配慮者及びその関連施設に対する平常時及び緊急時の適切な情報収集・警

戒避難体制の整備

ア平常時より、高齢者等の要配慮者宅やその関連施設の状況を把握するため、

市町村、消防機関、福祉関係機関等が連携して行う巡回等の取組を支援する

こと。

イ難病患者、透析患者等の医療的ケアを必要とする者等については、平時か

ら把握し、豪雪により孤立した場合の対応を検討しておくこと。

ウ特に大雪、暴風雪等に備え、適切に情報の収集や提供を行い、除雪が困難

又は危険な場合においては、必要に応じ消防機関、自主防災組織、近隣居住

者等との連携協力により、除雪支援や避難誘導を行う体制の整備・再点検及

び避難の際の輸送手段等の確保を促すなど、警戒避難体制等の防災体制の整

備を促進すること。

工避難行動要支援者に対して、市町村が作成する避難行動要支援者名簿及び

個別避難計画に基づき避難支援等を実施することとされており、大雪、暴風

雪等により停電が発生した場合に、電源を必要とする医療機器(人工呼吸器

等)を使用する避難行動要支援者の電源確保等について、市町村の求めがあ

つたときは、必要な協力をすること。

また、避難支援等関係者が避難支援等を実施できない場合において、避難

支援等関係者その他の者が、市町村が行う名簿情報や個別避難計画情報の提

供を受けたときは、所要の調整を行った上で、必要な対応に努めること。

これらの場合、積雪や凍結等による積雪寒冷地特有の課題に留意するとと。

以上
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